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健 発 020 1 第 11 号  

保 発 0 2 0 1 第 ６ 号  

令 和 ３ 年 ２ 月 １ 日 

 

都道府県知事 殿  

 

厚生労働省健康局長  
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 情報通信技術を活用した特定保健指導の実施について 

 

 

情報通信技術を活用した特定保健指導は、平成 25年８月から実施されており、

実施している保険者からは、遠方の利用者への利便性の向上や効率的な保健指導

の実施が図られるなどの評価が得られています。 

厚生労働省においては、令和２年 11月に「保険者による健診・保健指導等に関

する検討会」を開催し、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特定保健指導

の実施方法の見直しについて議論を行い、当該検討会における議論を踏まえ、ビデ

オ通話が可能な情報通信技術を活用した初回面接におけるグループ支援の実施を

可能とするとともに、情報通信技術を活用した継続支援について、対面で行う場合

と同等のポイントを算定することとしました。 

また、情報通信技術を活用した特定保健指導を実施する際の留意事項として、「特

定保健指導における情報通信技術を活用した面接による指導の実施の手引き」を示

していますが、当該手引きについても別添のとおり、改正しましたので、よろしく

お願いいたします。 

つきましては、管内の市町村及び関係団体等への周知とともに、実施に遺漏のな

いよう、お願いいたします。  

 本通知は本日より適用します。これに伴い、平成 30年２月９日付け健発 0209

第９号・保発 0209第８号厚生労働省健康局長・保険局長連名通知「情報通信技術

を活用した特定保健指導の初回面接の実施について」は、本日をもって廃止します。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規

定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 
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特定保健指導における情報通信技術を活用した指導の実施の手引き 

 

最終改正 令和３年２月１日 

 

第１ 遠隔面接（情報通信技術を活用した初回面接をいう。以下同じ。）及び遠隔支援（情

報通信技術を活用した継続支援をいう。）（以下「遠隔面接等」という。）に共通する

留意事項等ついて 

 

１．遠隔面接等の実施環境の整備、外部委託 

遠隔面接等の実施のための環境の整備は、保険者が行う。その際、保険者は、事業主、

市町村等の関係者の協力を求めることができる。また、遠隔面接等の実施を外部事業者

に委託できる。 

 

２．遠隔面接等の実施に必要な実施環境・体制  

保険者は、遠隔面接等の実施に当たっては、対面で行う場合と同程度の質が確保され

るよう、以下のとおり、必要な環境・体制を整備する必要がある。 

 

①実施体制  

実施者は、機器を円滑に使用できるようにしておくなど、機器の使用方法や対象者

との意思疎通について、十分な技量を有することが求められる。また、実施に当たっ

ては、特定保健指導の実施機関や事業所の施設等を利用するなど、機器の的確な利用

や通信環境が確保された実施体制が求められる。利用者の利便性確保の観点から、特

定保健指導の対象者が自らの家庭で遠隔面接等を受けることは可能である。 

 

②機器・通信環境  

映像・音声・通信は、以下の質が確保された機器等を用いる必要がある。  

・ 実施者と対象者とが相互に表情、声、しぐさ等を確認できること 

・ 映像と音声の送受信が常時、安定し、かつ円滑であること  

・ 対象者が複雑な操作をしなくても遠隔面接等を利用できること  

・ 情報セキュリティが確保されること  

 

③資料・教材・器具等、対象者との情報共有 

対面で行う場合と同一の内容の資料を共有するなど、必要な資料・教材・器具等を 

用意した上で、行動目標・行動計画の策定支援、体重・腹囲の測定方法の指導等を行

う必要がある。郵便やＦＡＸ、電子メール等を活用することにより、面接等の結果等

を事後速やかに対象者と共有するとともに、対象者から保険者や実施者への報告が円

滑にできる環境を用意する必要がある。 
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④本人確認  

保険者は、遠隔面接等の実施者及び対象者の本人確認を的確に行う。本人確認の方

法として、遠隔面接等の実施者の氏名及び所属を示す書類等を提示する、対象者の氏

名、生年月日及び被保険者証記号番号を照合する方法が挙げられる。対象者の本人確

認は、遠隔面接等を実施する際に補助者が行う方法も考えられる。 

 

⑤遠隔面接等の実施環境における他のサービスの実施  

遠隔面接等の実施環境で、遠隔診療等他のサービスが実施されることがあり得る。

遠隔面接等を実施する際は、遠隔面接等の始期と終期を対象者に対して明示するとと

もに、遠隔面接等の実施中は特定保健指導の実施基準等を満たす必要がある。 

 

３．個人情報の保護等 

遠隔面接等の実施時に交換される個人情報が外部に漏えいすることがないよう、保険

者及び遠隔面接等の実施者は、個人情報の保護に十分に配慮するとともに、「医療情報

システムの安全管理に関するガイドライン」（厚生労働省）に準拠した情報管理など、

個人情報保護に必要な措置を講じる。 

また、プライバシーが保たれるように、実施側、対象者側ともに、録音、録画、撮影

を同意なしに行うことがないように確認すること。加えて、使用するシステムのセキュ

リティポリシーを適宜確認し、必要に応じて対象者に説明すること。 

遠隔面接等の実施中に通信や技術的障害等によって遠隔面接等の実施が困難になっ

た場合、実施者は、対象者の同意を得た上で、遠隔面接等を実施する機会を改めて設定

する。 

 

４．費用負担  

保険者は、遠隔面接等の実施に要した費用を負担する。保険者が関係者の協力を得た

場合には、あらかじめ協議した結果や契約等に基づき、関係者は保険者に費用を請求で

きる。 

遠隔面接等は、利用者への利便性の向上や効率的な保健指導の体制の確保の観点から

導入するものであるので、対象者が必要な保健指導を受けることができるよう、保険者

では、遠隔面接等の実施のために対象者が機器等を購入することがないように対応する

必要がある。 

 

５．グループ支援における留意事項 

グループ支援に当たっては、以下の点に留意し、実施する必要がある。 

・ 対象者の個人情報に関する内容の支援を行う場合には、第三者がいない空間で支援

できるように、システム上で空間を分ける等の設定を行うこと。 

・ また、個人情報に関する内容について、第三者がいない空間で、個別に支援する時

間を設ける等の方法を取ることを対象者にあらかじめ説明の上、使用するシステムに
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伴うリスクを踏まえた対策を講じるとともに、個人情報及びプライバシーの保護に最

大限に配慮すること。  

 

第２ 遠隔面接における留意事項ついて 

特定保健指導における遠隔面接の結果等を対象者と共有することは、あくまで初回面接

の一部であり、継続支援にはあたらないこと。  

また、遠隔面接の実施時間は、使用する教材や対象者の知識や理解の度合いに応じて、

個別支援については、おおむね 30分以上、グループ支援については、おおむね 90分以上

行うことが求められる。ただし、特定健康診査の実施時に、既に分割実施により初回面接

を実施した場合は、既に実施した時間を考慮して、適切な実施時間により実施する。 
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◎「特定保健指導における情報通信技術を活用した指導の実施の手引き」 新旧対照表       

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 現 行 

特定保健指導における情報通信技術を活用した指導の実施の手引き 

 

最終改正 令和３年２月１日 

 

第１ 遠隔面接（情報通信技術を活用した初回面接をいう。以下同じ。）及び

遠隔支援（情報通信技術を活用した継続支援をいう。）（以下「遠隔面接等」

という。）に共通する留意事項等ついて 

 

１．遠隔面接等の実施環境の整備、外部委託 

遠隔面接等の実施のための環境の整備は、保険者が行う。その際、保険

者は、事業主、市町村等の関係者の協力を求めることができる。また、遠

隔面接等の実施を外部事業者に委託できる。 

 

 

２．遠隔面接等の実施に必要な実施環境・体制  

保険者は、遠隔面接等の実施に当たっては、対面で行う場合と同程度 

の質が確保されるよう、以下のとおり、必要な環境・体制を整備する必要

がある。 

 

①実施体制  

実施者は、機器を円滑に使用できるようにしておくなど、機器の使 

用方法や対象者との意思疎通について、十分な技量を有することが求め

られる。また、実施に当たっては、特定保健指導の実施機関や事業所の

特定保健指導における情報通信技術を活用した面接による指導の実施の手引き 

 

最終改正 平成 30年２月９日 

 

 

 

 

 

１．遠隔面接の実施環境の整備、外部委託 

遠隔面接（情報通信技術を活用した初回面接をいう。以下同じ）の実施の

ための環境の整備は、保険者が行う。その際、保険者は、事業主、市町村等

の関係者の協力を求めることができる。また、遠隔面接の実施を外部事業者

に委託できる。 

 

２．遠隔面接の実施に必要な実施環境・体制  

保険者は、遠隔面接の実施に当たっては、対面で行う場合と同程度の質が

確保されるよう、以下のとおり、必要な環境・体制を整備する必要がある。 

 

 

①実施体制  

実施者は、機器を円滑に使用できるようにしておくなど、機器の使用方

法や対象者との意思疎通について、十分な技量を有することが求められ

る。また、実施に当たっては、特定保健指導の実施機関や事業所の施設等
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施設等を利用するなど、機器の的確な利用や通信環境が確保された実施

体制が求められる。利用者の利便性確保の観点から、特定保健指導の対

象者が自らの家庭で遠隔面接等を受けることは可能である。 

 

②機器・通信環境  

映像・音声・通信は、以下の質が確保された機器等を用いる必要が  

ある。  

・ 実施者と対象者とが相互に表情、声、しぐさ等を確認できること 

・ 映像と音声の送受信が常時、安定し、かつ円滑であること  

・ 対象者が複雑な操作をしなくても遠隔面接等を利用できること  

・ 情報セキュリティが確保されること  

 

③資料・教材・器具等、対象者との情報共有 

対面で行う場合と同一の内容の資料を共有するなど、必要な資料・教

材・器具等を用意した上で、行動目標・行動計画の策定支援、体重・腹

囲の測定方法の指導等を行う必要がある。郵便やＦＡＸ、電子メール等

を活用することにより、面接等の結果等を事後速やかに対象者と共有す

るとともに、対象者から保険者や実施者への報告が円滑にできる環境を

用意する必要がある。 

 

 

 

 

  

 

  

を利用するなど、機器の的確な利用や通信環境が確保された実施体制が求

められる。利用者の利便性確保の観点から、特定保健指導の対象者が自ら

の家庭で遠隔面接を受けることは可能である。 

 

②機器・通信環境  

映像・音声・通信は、以下の質が確保された機器等を用いる必要がある。  

・ 実施者と対象者とが相互に表情、声、しぐさ等を確認できること 

・ 映像と音声の送受信が常時、安定し、かつ円滑であること  

・ 対象者が複雑な操作をしなくても遠隔面接を利用できること  

・ 情報セキュリティが確保されること  

 

 

③資料・教材・器具等、対象者との情報共有 

対面で行う場合と同一の内容の資料を共有するなど、必要な資料・教

材・器具等を用意した上で、行動目標・行動計画の策定支援、体重・腹囲

の測定方法の指導等を行う必要がある。郵便やＦＡＸ、電子メール等を活

用することにより、面接の結果等を事後速やかに対象者と共有するととも

に、対象者から保険者や実施者への報告が円滑にできる環境を用意する必

要がある。なお、特定保健指導における遠隔面接の結果等を対象者と共有

することは、あくまで初回面接の一部であり、継続支援にはあたらない。  

 

 ④遠隔面接の所要時間 

   遠隔面接の実施時間は、遠隔面接で使用する教材や対象者の知識や理

解の度合いに応じて、おおむね 30分以上行うことが求められる。ただし、

特定健康診査の実施時に、既に分割実施により初回面接を実施した場合

は、既に実施した時間を考慮して、適切な実施時間により実施する。 
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④本人確認  

保険者は、遠隔面接等の実施者及び対象者の本人確認を的確に行う。

本人確認の方法として、遠隔面接等の実施者の氏名及び所属を示す書類

等を提示する、対象者の氏名、生年月日及び被保険者証記号番号を照合

する方法が挙げられる。対象者の本人確認は、遠隔面接等を実施する際

に補助者が行う方法も考えられる。 

 

⑤遠隔面接等の実施環境における他のサービスの実施  

遠隔面接等の実施環境で、遠隔診療等他のサービスが実施されるこ  

とがあり得る。遠隔面接等を実施する際は、遠隔面接等の始期と終期を

対象者に対して明示するとともに、遠隔面接等の実施中は特定保健指導

の実施基準等を満たす必要がある。 

 

３．個人情報の保護等 

遠隔面接等の実施時に交換される個人情報が外部に漏えいすることが

ないよう、保険者及び遠隔面接等の実施者は、個人情報の保護に十分に

配慮するとともに、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」（厚生労働省）に準拠した情報管理など、個人情報保護に必要な措置

を講じる。 

また、プライバシーが保たれるように、実施側、対象者側ともに、録

音、録画、撮影を同意なしに行うことがないように確認すること。加え

て、使用するシステムのセキュリティポリシーを適宜確認し、必要に応

じて対象者に説明すること。 

遠隔面接等の実施中に通信や技術的障害等によって遠隔面接等の実施

が困難になった場合、実施者は、対象者の同意を得た上で、遠隔面接等

を実施する機会を改めて設定する。 

⑤本人確認  

保険者は、遠隔面接の実施者及び対象者の本人確認を的確に行う。本人

確認の方法として、遠隔面接の実施者の氏名及び所属を示す書類等を提示

する、対象者の氏名、生年月日及び被保険者証記号番号を照合する方法が

挙げられる。対象者の本人確認は、遠隔面接を実施する際に補助者が行う

方法も考えられる。 

 

⑥遠隔面接の実施環境における他のサービスの実施  

遠隔面接の実施環境で、遠隔診療等他のサービスが実施されることがあ

り得る。遠隔面接を実施する際は、遠隔面接の始期と終期を対象者に対し

て明示するとともに、遠隔面接の実施中は特定保健指導の実施基準等を満

たす必要がある。 

 

３．個人情報の保護等 

遠隔面接の実施時に交換される個人情報が外部に漏えいすることがない

よう、保険者及び遠隔面接の実施者は、個人情報の保護に十分に配慮すると

ともに、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」（厚生労働省）

に準拠した情報管理など、個人情報保護に必要な措置を講じる。 

  遠隔面接の実施中に通信や技術的障害等によって遠隔面接の実施が困難

になった場合、実施者は、対象者の同意を得た上で、遠隔面接を実施する

機会を改めて設定する。 
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４．費用負担  

保険者は、遠隔面接等の実施に要した費用を負担する。保険者が関係 

者の協力を得た場合には、あらかじめ協議した結果や契約等に基づき、関

係者は保険者に費用を請求できる。 

遠隔面接等は、利用者への利便性の向上や効率的な保健指導の体制の 

確保の観点から導入するものであるので、対象者が必要な保健指導を受け

ることができるよう、保険者では、遠隔面接等の実施のために対象者が機

器等を購入することがないように対応する必要がある。 

 

５．グループ支援における留意事項 

グループ支援に当たっては、以下の点に留意し、実施する必要がある。 

・ 対象者の個人情報に関する内容の支援を行う場合には、第三者がい 

ない空間で支援できるように、システム上で空間を分ける等の設定を行

うこと。 

・ また、個人情報に関する内容について、第三者がいない空間で、個  

別に支援する時間を設ける等の方法を取ることを対象者にあらかじめ

説明の上、使用するシステムに伴うリスクを踏まえた対策を講じるとと

もに、個人情報及びプライバシーの保護に最大限に配慮すること。  

 

第２ 遠隔面接における留意事項ついて 

特定保健指導における遠隔面接の結果等を対象者と共有することは、あく

まで初回面接の一部であり、継続支援にはあたらないこと。  

また、遠隔面接の実施時間は、使用する教材や対象者の知識や理解の度合

いに応じて、個別支援については、おおむね 30分以上、グループ支援につ

いては、おおむね 90分以上行うことが求められる。ただし、特定健康診査

の実施時に、既に分割実施により初回面接を実施した場合は、既に実施した

４．費用負担  

保険者は、遠隔面接の実施に要した費用を負担する。保険者が関係者の協

力を得た場合には、あらかじめ協議した結果や契約等に基づき、関係者は保

険者に費用を請求できる。 

遠隔面接は、利用者への利便性の向上や効率的な保健指導の体制の確保の

観点から導入するものであるので、対象者が必要な保健指導を受けることが

できるよう、保険者では、遠隔面接の実施のために対象者が機器等を購入す

ることがないように対応する必要がある。 
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時間を考慮して、適切な実施時間により実施する。 

 


